
（平成２１年１０月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 26 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 16 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡国民年金 事案 1633 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成９年３月の国民年金保険料については納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年３月          

平成９年３月 27 日にＡ市Ｂ区役所に行き、窓口で同年３月分の国民年金

保険料を現金で納めた。現在、その時に受け取った領収書は見当たらない。

その際、窓口の係員に年金手帳の「国民年金の記録」の欄に日付を書いて

もらった。また、その時、別の窓口にＣさんという友人のお母さん（私は

「Ｃママ」と呼んでいる。）がいたので挨拶
あいさつ

をして帰った。その日の日記

には「区役所に年金のことで行ったら、Ｃママがいた。」と記載している。

その日の日記と年金手帳のコピーを提出するので、申立期間の国民年金保

険料を納めたと認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した平成９年３月 24 日から同年３月 30 日までの日記の写し

には、Ａ市立小学校の講師の仕事の終了と再採用をめぐる出来事が具体的に記

載されており、同年３月 27 日の欄には、申立てどおりの記述があることから、

同日に申立人がＡ市Ｂ区役所に行ったことが確認でき、申立内容は基本的に信

用できる。 

また、申立人は、申立期間後の４回の厚生年金保険から国民年金への切替

手続を適切に行い、国民年金保険料もすべて納付しており、申立人の納付意識

の高さがうかがわれる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1634 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50年 12 月から 51年３月までの期間及び 51年 10月から 52年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 50年 12月から 51年３月まで 

② 昭和 51年 10月から 52年３月まで 

私が 27 歳の時、主人が亡くなったので０歳と２歳の子供を育てながらＡ

社でセールスをして頑張り、セールス成績がＢ地区で１位、全国で４位に

なり、30 歳代で所長となるなど生活も安定してきたので、昭和 50 年 12 月

ごろに国民年金に加入した。 

Ｃ市Ｄ区の「Ｅ」さんが、３か月ごとに国民年金保険料の集金に来ていた

が、国民年金に限らずどんな支払に関しても今日まで一度も滞ったことは

ない。ビルや貸家など何軒も購入している。 

平成８年から人工透析をするようになり、役所の女性の方が国民年金を

20 年は掛けているから掛けなくてよいと保険料納付にストップをかけてく

れた。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間について、国民年金保険料を

すべて納付し、又は法定免除を受けている上、申立期間①は、申立人が昭和

50 年 12 月に国民年金に任意加入した直後からの４か月間であり、任意加入し

た申立人が加入直後の国民年金保険料を未納のままとすることは考え難い。 

また、申立期間②については、直前の昭和 51 年４月から同年９月までの期

間及び直後の 52 年４月から同年６月の期間は現年度納付されており、申立期

間②の６か月間のみが未納とされていることは不自然である。 

さらに、申立期間②当時、Ｄ区役所には「Ｅ」という嘱託職員が在籍し、

国民年金保険料の集金を担当していたことも確認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 1635 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年１月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年１月 

私は、Ａ社を昭和 44 年１月に退職して、同年９月のＢ社に勤めている時

に結婚が決まり、45 年３月に婚姻してからはＣ町（現在は、Ｄ市）に住ん

でいる。 

結婚した時にＣ町役場に行き国民年金の加入手続をし、Ｂ社では厚生年金

保険に加入していなかったと思っていたので、Ａ社を辞めてからのすべて

の期間の国民年金保険料を納付したはずだと思っていた。 

その後、平成 17 年にＢ社の厚生年金保険期間が分かり、その期間も国民

年金保険料を納付していたので、昭和 44 年９月から 45 年１月までの期間

の国民年金保険料を還付された。 

すべての期間の国民年金保険料を納めたと思っていたのに、昭和 44 年１

月の国民年金保険料が未納になっている。当時の行政の手続ミスだと思わ

れるので、申立期間の国民年金保険料を納付していたものとして認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付しており保険料の

納付意識は高かったものと考えられる上、申立期間は１か月と短期間である。 

また、社会保険庁の特殊台帳によると、申立人は、昭和 45 年３月に国民年

金の加入手続をし、同年２月から保険料を納付していたことが確認できる。 

さらに、申立人は、厚生年金保険の被保険者期間と重複する昭和 44 年９月

から 45 年１月までの国民年金保険料を納付していたことを踏まえると、申立

期間の１か月についても納付していたものと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 1636 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 52年７月から 53年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 29年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 49年８月から 52年３月まで              

                  ② 昭和 52年７月から 53年３月まで 

         ③ 昭和 53年 10月から 60年６月まで 

結婚前の期間については、母が私の国民年金保険料を納付していたと聞い

ている。また、昭和 53 年１月に結婚した後は、私が家計を管理しており、

国民年金保険料及び国民健康保険料は、毎月、私たち夫婦二人分を自分で

金融機関において振り込んでいた。さらに、申立期間②及び③については、

夫の記録は国民年金保険料が納付済みで、自分の記録だけが未納となって

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

 １ 申立期間②については、９か月と比較的短期間であり、当該期間の前後の

期間は国民年金保険料が納付されている上、申立人と一緒に国民年金保険

料を納付していたとする夫は当該期間の保険料が納付されていること、及

び申立人が当該期間の国民年金保険料を納付しない特別な事情もうかがえ

ないことを踏まえると、当該期間の国民年金保険料は納付されたものと考

えるのが自然である。     

 

２ 申立期間①については、Ａ社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番

号払出簿の記録により、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年６月

１日に払い出されていることが確認でき、この時点では、当該期間のうち、

49 年８月から 51 年３月までの期間は時効により国民年金保険料を納付でき

ない上、それ以前に申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい



  

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金への加入手続及び当該期間の国民年金保険料の

納付をしたとする申立人の母親は当時の納付状況等を明確に記憶しておら

ず、申立人の国民年金への加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

 

３ 申立期間③については、申立人は昭和 57 年にＢ県からＣ県に転居したと

記憶しているところ、Ａ社会保険事務所が保管する国民年金被保険者台帳

及び申立人が所持する年金手帳により、申立人が国民年金被保険者資格を

55 年７月 1９日に喪失している旨の記録が確認できる上、申立人が保管す

るＡ社会保険事務所の払い出した年金手帳の住所変更欄には、Ｃ県に転居

した旨の記録が確認できず、住所変更に係る手続が適切に行われていな

かったことがうかがえる。 

また、Ｄ社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿により、

申立人の国民年金手帳記号番号が、昭和 61 年３月 17 日に職権により払い

出されている旨の記録が確認でき、この時点において、当該期間のうち、

53 年 10 月から 58 年 12 月までの期間は当該手帳記号番号では時効により国

民年金保険料を納付できない期間である。 

さらに、申立人は、夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと主張

しているが、申立人及びその夫に係る税理事務を担当していたとする税理

士事務所が保管する、その夫に係る昭和 58 年及び 59 年分の確定申告書の

社会保険料控除欄に記載されている国民年金保険料の金額は、当時の一人

分の国民年金保険料に相当する金額と同額であることが確認できる。 

 

４ 申立期間①及び③については、申立人及びその母親が申立人の国民年金保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、預金通帳等）は無い上、

申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

 

５ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、 

昭和 52年７月から 53年３月までの国民年金保険料を納付していたものと 

認められる。 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1459 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係

る記録を昭和 30 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年５月１日から 31年１月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社Ｂ支店

に勤務していた申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答があった。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険被保険者記録、Ａ社Ｃ支店（Ａ社に係るＤ県内の統括窓口支店）

が提出した「被保険者台帳」、申立人が提出した永年勤続表彰状及び同僚の供

述などから判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 30 年５月１日

にＡ社Ｅ支店から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における

昭和 31 年１月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は「根拠資料は無いものの、保険料を控除し社会保険

事務所に納付していたものと推定できる。」としているが、仮に事業主から申

立てどおりの資格取得届が提出された場合には、その後、申立期間に行われる

べき事業主による健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及びこれ

に基づく定時決定などのいずれの機会においても、社会保険事務所がこれを記

録しないとは考え難いことから、事業主が、昭和 31 年１月１日を資格取得日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 30 年５月から同年

12 月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 1460 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が主張する昭和 49 年７月１日に、厚生年金保険被保険者

資格を申立人が喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認めら

れることから、申立期間について厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、５万 6,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年６月 30日から同年７月１日まで 

昭和 48 年１月４日からＡ社（現在は、Ｂ社）の正社員となり、49 年６月

30 日まで継続して勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者

資格喪失日が同日となっている。 

社会保険料を給与から控除されていたので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険被保険者記録、失業保険被保険者離職票の記録、Ｂ社が提出した

「健康保険厚生年金被保険者名簿」及び「雇用保険被保険者名簿」の記録、並

びに同僚の供述により、申立人がＡ社に昭和 49年６月 30日まで継続して勤務

していたことが認められる。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当することとなった昭

和 47年７月 20日から申立人が厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日の３

年後である 52 年６月 30 日までの間に同資格を喪失した者は、申立人を除き

15 人確認でき、このうち 11 人が１日喪失となっており、申立人と同様の月末

喪失者は確認できない上、Ｂ社が提出した「健康保険厚生年金被保険者名簿」

によれば、11 人についてはいずれも社会保険事務所の記録と一致する１日喪

失と記録されていることが確認できるところ、申立人についても、同社保管の



  

名簿においてこれら 11 人と同様に被保険者資格喪失日が１日と記録されてい

ることを踏まえると、申立人が 49年６月 30日に資格喪失した旨の届出を事業

主が行ったとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、昭和 49 年７月１日に厚生年金保険被保険者

資格を喪失した旨の届出を事業主が社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 49

年５月の社会保険事務所の記録から、５万 6,000円とすることが妥当である。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1461 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録

を昭和 55年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 28万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生  

    住    所 ：  

             

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年５月 31日から同年６月１日まで 

技術者及び店のマネージャーとして勤めていたＢ県Ｃ市にあるＡ社を昭和

55 年５月 31 日に退職して、転居先のＤ市役所で年金加入期間に空白が生じ

ないように説明を受け、国民年金及び国民健康保険の加入手続をして保険

料を納付したにもかかわらず、年金保険料の未納月が生じていた。 

厚生年金保険の被保険者資格喪失年月日を訂正して、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人については、申立期間直前の期間についてＡ社における厚生年金保

険の被保険者記録が確認でき、ⅰ）社会保険事務所が保管する同社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者原票により名前が確認できる同僚の一人が、「当時

申立人は、突然退職したのではなく、事業主と前々から退職日について打ち合

せを行っており、申立人は月末で退職した。」と供述し、他の複数の同僚が月

末の１日前で辞めることは考えられないと供述していること、ⅱ）同社退職後

の国民年金第１号被保険者資格取得日が、平成２年 10 月 23 日に昭和 55 年６

月１日から同年５月 31 日へ訂正されており、当時、申立人が転入したＤ市役

所では、何らかの資格喪失証明書をもって国民年金の被保険者資格取得日を認

定していたと回答していることから判断すると、申立人が同社に同年５月 31

日まで継続して勤務していたものと認められる。 



  

また、上記同僚が保管する昭和 56 年２月から同年４月までの期間に係る給

与明細書によれば、同人の厚生年金保険被保険者資格喪失日が同年４月 28 日

となっているにもかかわらず、退職月を含むすべての月に係る厚生年金保険料

が控除されていることが確認できる上、Ａ社では、資格喪失日が月末前３日以

内の日となっている者が多数確認できるところ、これらの者から聴取した結果、

本来資格喪失日が翌月１日とされる月末まで勤めていたと複数の同僚が供述し、

このうち、退職時に保険料が控除されていたと供述する者も確認できる。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 55

年４月の社会保険事務所の記録から、28万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなく

なっており、事業主にも照会したが回答は無く、当時の事情を聴取することは

できないが、上記のとおり、月末まで勤務し、当該月に係る厚生年金保険料も

控除されていたと思われる者について、事業主が資格喪失日を月末であると届

け出ていた状況がうかがえることから、申立人についても、事業主が昭和 55

年５月 31 日を資格喪失日として届け出たと推認できる上、事業主が資格喪失

日を同年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年５

月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料

の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1462 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ協同組合における資格取得日に

係る記録を昭和 35 年 12 月 31 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年 12月 31日から 36年３月１日まで 

昭和 34 年４月にＢ社に入社し、Ａ協同組合の事務所内にあった、同社Ｃ

営業所で勤務していたが、35 年 12 月 31 日から、組合長理事の指示により

Ａ協同組合に異動し、37年７月 20日まで継続して勤務していた。 

勤務先の事業所名が変更しただけであり、同じ事務所内で継続して同じ

業務に従事していたにもかかわらず、社会保険事務所に厚生年金保険の加

入記録を確認したところ、申立期間の加入記録が確認できなかったので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社Ｃ営業所における厚生年金保険の被保険者記録を有する複数の同僚の

供述、及び申立人が同じ業務に従事していたとして名前を挙げた同僚が、申立

期間と同一年度内の昭和 35 年５月１日に同社における厚生年金保険の被保険

者資格を喪失し、同日付けでＡ協同組合における被保険者資格を取得し、厚生

年金保険の被保険者期間が継続していることが確認できることなどから判断す

ると、申立人は、同じ事務所内の、同一グループ事業所であるＢ社からＡ協同

組合に継続して勤務し（昭和 35 年 12 月 31 日にＢ社からＡ協同組合に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ協同組合における



  

資格取得時である昭和 36 年３月の社会保険事務所の記録から、8,000 円とす

ることが妥当である 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ協同組合は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなく

なっており、事業主も既に死亡しており、ほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1463 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録のうち、平成 16 年９月から 17

年１月までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を給与から控除されていたことが認められることから、平成 16 年９月は 20

万円、同年 10月から 17年１月までは 19万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 37年生  

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14年７月１日から 17年 10月１日まで 

申立期間について、社会保険庁の記録にある標準報酬月額を基に算出した

厚生年金保険料額より多い保険料額が給与から控除されていたことが、自

分が保管する当時の給与明細票で確認できる。 

控除された厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が所持する給与

明細票において確認できる厚生年金保険料控除額から、平成 16 年９月は 20

万円、同年 10月から 17年１月までは 19万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主からの回答が無く不明であり、このほかに確認で



  

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間のうち、平成 14 年７月から同年 10 月までの期間、同年 12 月か

ら 16 年８月までの期間及び 17 年２月から同年９月までの期間については、

給与明細票において確認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月

額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が一致していることか

ら、これらの期間については、特例法による保険給付の対象に当たらない

ため、あっせんは行わない。 

 

３ 申立期間のうち、平成 14年 11月については、申立人が主張する標準報酬

月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる給与明細書等の資料が無い。 

  また、事業主は、「この期間の賃金台帳等の資料が無い。」と回答してい

ることから、当該期間における事業主による厚生年金保険料控除の事実に

ついて確認することができない。 

  このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が当該期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する標準

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1464 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 16 年８月から 17 年１月までの期間につ

いて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係

る記録を 41万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年 10月から 17年８月まで 

私は、Ａ社で技師として勤務し、給与は、平成 10年 10 月から 13年 12 月

までの期間については 38 万円、14 年１月から 17 年８月までの期間につい

ては 48 万円を受け取っていたが、同社が社会保険事務所に届けている標準

報酬月額は、控除されていた厚生年金保険料額と比べると低すぎる。正し

い標準報酬月額に訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が提出した平成

16 年 11 月分から 17 年１月分までの給与明細書において確認できる報酬月

額及び保険料控除額から、申立期間のうち、当該期間の標準報酬月額を 41

万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成 16年８月から同年 10月までの期間について

は、社会保険庁の記録において、同年７月から、標準報酬月額が 28 万円か



  

ら 38万円に変更されており、かつ、その記録が同年 11 月以降も継続してい

ること、同年 11 月分の給与明細書から標準報酬月額 41 万円に相当する厚生

年金保険料が控除されていることが確認できること、及び市民税・県民税納

税通知書の社会保険料額等から判断すると、同年８月から同年 10 月までの

標準報酬月額は、当該期間直後の標準報酬月額と同額であったと推認できる

ことから、41万円とすることが妥当である。     

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、申立事業所は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなって

おり、当時の事業主に照会したところ「当時の資料は保管していないため

不明である。」と回答しているが、申立事業所が厚生年金保険の届出事務

等を委託していた社会保険労務士事務所が保管する平成 10 年から 17 年ま

での算定基礎届により届け出た標準報酬月額は社会保険庁の記録と一致し

ていることから、事業主は、給与明細書で確認できる報酬月額又は保険料

控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、

当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間のうち、平成 14 年２月、16 年４月から同年６月までの期間及び

17 年２月から同年８月までの期間については、給与明細書において確認で

きる申立人の報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額が社会保険

事務所で記録されている標準報酬月額と同額であると認められることから、

特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 

３ 申立期間のうち、平成 10 年 10 月から 14 年１月までの期間、同年３月か

ら 16 年３月までの期間及び同年７月については、市民税・県民税納税通知

書の保険料額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額に相当する

保険料額とはほぼ同額であると推認できる上、申立人が主張する標準報酬

月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる給与明細書等の資料が無い。 

また、事業主は、「当時の関係資料を保管しておらず、申立ての事実を確

認できない。」と回答しており、当該期間における事業主による厚生年金

保険料控除の事実について確認することができない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が当該期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1637 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年２月から 51 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

   生 年 月 日 ： 昭和 29年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年２月から 51年 12月まで 

昭和 49 年２月、結婚と同時にＡ市に転入届を提出した際、同市の担当職

員から国民年金への任意加入を勧められた。当時、国民年金保険料は町内

の班長による集金で納付し、私も班長を務めて、国民年金保険料を集金し

て区長宅へ持って行ったことがある。国民年金保険料は町内の集金であっ

たので、国民年金保険料を納付し忘れることなく、きっちり納付した記憶

がある。 

20 歳での結婚で、当時の国民年金保険料の納付が大変であった記憶があ

る。 

申立期間が納付済みの記録になっていないことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の記号番

号の払出時期から見て、昭和 52 年１月に払い出されていることが推認でき、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

また、Ａ市役所が保管する申立人に係る国民年金被保険者台帳（電子記

録）及び申立人が所持する年金手帳により、申立人は、昭和 52 年１月８日に

国民年金の任意加入被保険者資格を取得していることが確認でき、申立期間は

さかのぼって国民年金保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が記憶している申立期間の国民年金保険料月額は、申立期

間当時の国民年金保険料月額と大きく相違する上、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。    



  

福岡国民年金 事案 1638 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年４月から 15 年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 18年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成元年４月から 15年７月まで 

私が障害基礎年金を受給していた申立期間は、記録上、法定免除期間とさ

れている。障害基礎年金の受給手続は姉がしてくれたが、法定免除の届出

をした憶
おぼ

えは無く、法定免除とされる期間の国民年金保険料は、定期的に

納付した。 

平成元年４月からの国民健康保険料と国民年金保険料は両親が納付してお

り、両親が亡くなってから 15 年７月までの国民年金保険料は、私がＡ市役

所の入口から入って左の会計窓口横にあった銀行に国民健康保険料と一緒

に納付した。納付書は市役所から送付され、納付した際の領収書と年金手

帳は盗まれた。 

申立期間の国民年金保険料は納付しており、免除期間はなかったはずであ

る。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録により、申立人は、平成元年４月 25 日におい

て障害基礎年金の受給資格を取得していることが確認できる上、申立人は、法

定免除期間である申立期間の国民年金保険料の納付書が、Ａ市役所から送付さ

れていたと主張するが、同市役所では、「法定免除期間中の国民年金保険料納

付書は発行しない。」と回答していることからも、申立人に納付書が発行され

たとは考え難い上、14 年４月以降については、同市役所では国民年金保険料

納付書を発行しておらず、同納付書の発行は社会保険事務所が行うこととなる

が、同事務所において、申立人への納付書の発行履歴は確認できない。 

また、申立人、その長姉及び両親が申立期間の国民年金保険料を納付又は

追納していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等)は無い上、申立期



  

間の保険料を納付したとする両親は既に死亡しており、申立期間の保険料の納

付状況等は不明であり、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1639 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57年６月から 58年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年６月から 58年３月まで 

私は、平成４年に国民年金追納勧奨状が送られてきたので、国民年金保険

料を納付するためにＡ市Ｂ区役所に行ったら、窓口の男性職員に「この窓

口で支払っていいですよ。」と言われ、支払を済ませたが、何の書類も記

入されていなかったので不思議に思い「領収書か何か無いでしょうか。」

と聞くと、男性職員は「そういうものはありません。それが、普通なんで

すよ。ここですることに間違いはありません。」と言われた。 

Ａ市Ｂ区役所のこの窓口は外に特別に作られたような所で、周りには人は

いなかった。 

    申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、申立人が居住していたＣ市に保管されている国民年金手帳

記号番号払出簿及び国民年金保険料明細表によると、申立人は、20 歳到達時

に、国民年金の加入手続及び申請免除手続がなされたものの、その後、当該免

除期間の国民年金保険料が追納されなかったことから、平成４年１月 10 日に、

当時の申立人の居住地を管轄する社会保険事務所が、申立期間に係る国民年金

追納勧奨状を発行していることが確認できる。 

また、申立人は、平成４年に送られてきた国民年金追納勧奨状により、Ａ

市Ｂ区役所の仮設の窓口に現金で保険料を追納したと供述しているものの、保

険料の追納については、社会保険事務所に追納の申込みをし、追納納付書が作

成された後に、当該納付書で納付する必要があるが、同市Ｂ区の国民年金被保

険者名簿及び社会保険庁のオンライン記録には、申立人が、追納の申込み及び

保険料を追納した事跡は無い上、同市Ｂ区役所での調べにより、仮設の窓口が



  

設けられていたのは、申立人が同市Ｂ区に転居した平成元年の庁舎建替中であ

ることが確認できる。 

さらに、申立人は、申立期間に係る国民年金保険料を追納していたことを

示す関連資料（日記、家計簿等）が無く、ほかに申立人が申立期間に係る国民

年金保険料を追納していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1640 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。   

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年４月から同年９月まで  

昭和 52 年８月ごろＡ県Ｂ市役所で国民年金の加入手続をしたが、国民年

金保険料は納めていなかった。53 年になっても保険料を納めることができ

なかったため、同市役所で国民年金の保険料の申請免除の手続を行ったと

ころ、昭和 53年度分は免除が認められた。 

   昭和 53年 10月に結婚をして、夫の仕事の関係で首都圏のＣ市に転居し６

か月住んでいたが、転居してすぐに国民年金に任意加入し、保険料を納付

していた。 

夫がＣ市からＤ県Ｅ市に転勤になり、生活に余裕も出てきたことから、年

金手帳などを持って同市役所か近くの郵便局で、申請免除のままとなって

いた申立期間の国民年金保険料を納付した。 

年金の記録を確認する機会があり確認したところ、申請免除していた期間

が未納になっていたことが信じられない。申立期間の保険料は納付してい

るので認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人は、年金手帳及びＢ市役所で受け取った申請免除を認める書面を持っ

て申請免除された国民年金保険料をＥ市役所あるいは自宅近くの郵便局で納付

したと供述しているものの、免除期間の国民年金保険料を追納する場合、社会

保険事務所に追納申込みを行い、同事務所から送付される追納納付書によって

金融機関で納付することとなっており、申立人が供述する方法では追納するこ

とはできなかったと考えられる。 

また、社会保険庁の記録では、申立人から追納申込みがなされた形跡は見

当たらず、Ｅ市の国民年金被保険者名簿及び社会保険庁の特殊台帳においても



  

申立期間は申請免除期間とされていることが確認できる。 

さらに、申立人は、追納した時期、金額等の記憶は明確ではない上、申立

期間の国民年金保険料を追納していたことを示す関連資料（家計簿、日記等）

が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を追納していたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

    

 

 



  

福岡国民年金 事案 1641 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年 10 月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生  

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年 10月から 50年３月まで 

私は、昭和 48年 10 月ごろ、雇主である伯父と共に国民年金の加入手続を

Ａ市役所で行った。その当時は、伯父宅で同居していたが、その伯父宅に

同市役所の国民年金の担当課から、保険料納付書が送られてきたので、３

か月ごとに自宅近くのＢ郵便局で保険料を納付した。 

しかし、私の保険料は昭和 50 年４月から納付済みとされている。申立期

間の保険料が未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市が保管する国民年金管理台帳によると、申立人の国民年金手帳記号番

号は昭和 51 年２月ごろに払い出されていることが推認され、それ以前に別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たら

ない上、申立人が提出した年金手帳は、49 年 11 月以降に交付された様式の年

金手帳であることから、申立人が 20 歳到達時に国民年金の加入手続を行った

とは考え難い。 

また、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、日記等）が無い上、国民年金への加入手続及び保険料の納

付に関する申立人の記憶は明確ではなく、このほか、申立人が申立期間に係る

国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1642 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和56年４月から57年３月までの期間及び58年４月から同年８月

までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日  ： 昭和 18年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 56年４月から 57年３月まで 

           ② 昭和 58年４月から同年８月まで 

申立期間の国民年金保険料納付記録を照会したところ、申立期間の保険料

を免除した記録は確認できなかったとの回答をもらった。 

しかし、申立期間の国民年金保険料については、免除の申請をしていたは

ずなので、未納とされている記録に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料の免除申請手続をしたと主張してい

るが、申立期間①については、社会保険庁のオンライン記録及び社会保険事務

所が保管する国民年金被保険者台帳により、当該期間に同居していた申立人の

夫の国民年金保険料納付記録も、申立人の保険料納付記録と同様に未納である

ことが確認できる。 

また、申立期間②については、社会保険事務所が保管する国民年金被保険

者台帳及びＡ市Ｂ区役所Ｃ出張所が保管する国民年金被保険者名簿により、申

立人の夫の昭和 57 年４月から 60 年３月までの国民年金保険料は申請免除に

なっている記録が確認できるものの、申立人については、戸籍の附票により、

58 年３月にＡ市Ｂ区Ｄから同区Ｅへ転居していることが確認でき、この転居

に伴い、申立人の居住地を管轄する行政機関が同市Ｂ区役所Ｃ出張所から同市

Ｂ区役所に変更され、申立人の夫が居住していたＡ市Ｂ区Ｄを管轄する行政機

関と異なっており、申立人がその夫と一緒に当該期間の免除申請を行っていた

とは考えにくい。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料の免除申請を行っていたこ



  

とを示す関連資料（日記等）は無い上、ほかに申立期間の国民年金保険料を免

除されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めるこ

とはできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1643 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49年９月から同年 11月までの期間及び 56年６月から 57年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 13年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 49年９月から同年 11月まで 

② 昭和 56年６月から 57年３月まで 

申立期間の国民年金保険料納付記録を照会したところ、国民年金保険料

が納付された記録は確認できなかったとの回答をもらった。 

昭和 42 年に両親に勧められ、Ａ市役所で国民年金の任意加入手続をして、

申立期間の国民年金保険料は納付書により金融機関で納付していた。 

  私は几帳面
きちょうめん

な性格で転居、退職の都度、市区町村役場の担当窓口で厚生年

金保険から国民年金への切替手続をしてきたので、申立期間が納付済みで

なく未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は厚生年金保険被保険者資格を喪失した直後の昭和 49 年９月及び 56

年６月に国民年金への切替手続を行ったと主張しているが、申立人が所持する

国民年金手帳により、申立期間①後の 49 年 12 月 27 日及び申立期間②後の 57

年４月 17 日にそれぞれ任意加入により国民年金被保険者資格を取得している

記録が確認できるとともに、社会保険庁の記録においても、申立期間はいずれ

も国民年金の未加入とされている期間であることを踏まえると、厚生年金保険

被保険者資格喪失後の切替手続を行っていたとは考え難く、申立期間の国民年

金保険料は納付できなかったものと考えられる。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、ほかに当該期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 1644 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年４月から 58 年 12 月までの期間及び 59 年４月の国民年

金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生  

    住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 54年４月から 58年 12月まで 

             ② 昭和 59年４月 

申立期間については、自営業を営んでおり、国民年金保険料は自分と夫の

分を一緒に口座振替で納付していた。夫の国民年金保険料は納付済みとさ

れているのに、私の分が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の

国民年金手帳記号番号が、昭和 58年 11月に払い出されていることが確認でき、

この時点では、申立期間①の一部は時効により国民年金保険料を納付すること

ができない上、当該期間の国民年金保険料をさかのぼって口座振替で納付する

ことはできなかったと考えられる。 

また、申立期間②については、申立人は、自身及び夫の国民年金保険料を

一緒に口座振替で納付したと主張しているところ、Ａ市Ｂ区役所の記録による

と、申立人及びその夫が国民年金保険料を口座振替で納付するようになったの

は、昭和 62 年度からであること、並びに当該期間に係る国民年金保険料につ

いて、申立人及びその夫の納付方法を登録した欄には、異なる納付方法が記録

されていることが確認でき、申立人及びその夫の納付方法が異なっていたこと

が推認されることを踏まえると、当該期間に係る申立人の夫の国民年金保険料

が納付されていることが申立人の主張を裏付けるものとは言い難い。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 1645 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年６月から 41 年２月までの期間、42 年２月から同年５月

までの期間、42 年 12 月から 43 年５月までの期間、44 年１月から同年２月ま

での期間、44年３月から 47年 11月までの期間、48年９月から 50年９月まで

の期間及び 51年６月から 53 年３月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 19年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年６月から 41年２月まで 

         ② 昭和 42年２月から同年５月まで 

         ③ 昭和 42年 12月から 43年５月まで 

         ④ 昭和 44年１月及び同年２月 

         ⑤ 昭和 44年３月から 47年 11月まで 

         ⑥ 昭和 48年９月から 50年９月まで 

         ⑦ 昭和 51年６月から 53年３月まで 

昭和 51 年から 55 年ごろまでの間に、Ａ市Ｂ区役所から封書で通知が

あったので同区役所に出向いたところ、担当の職員が、「国民年金保険料

の未納期間がある。未納の分の保険料をまとめて納付すると、今までの未

納期間が無くなる。」旨を説明したので、十万円未満の国民年金保険料を

納付したことを憶
おぼ

えている。 

また、当時、借金をして保険料を納付したことから、返済するのに貸主

に大変迷惑をかけたことも憶
おぼ

えている。 

申立期間について国民年金保険料が未納とされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の国

民年金手帳記号番号は、昭和 60年 11月ごろにその妻と連番で払い出されてい

ることが確認でき、この時点では、すべての申立期間は時効により国民年金保



  

険料を納付することができない上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、同市Ｂ区役所の勧めにより昭和 51 年から 55 年ごろまで

の間に申立期間の国民年金保険料をすべて納付したと主張しているところ、当

時は、第３回特例納付の実施期間中ではあるものの、申立人が納付したと主張

する国民年金保険料の額は、すべての申立期間の特例納付に必要な国民年金保

険料額と大きく相違する。 

 さらに、申立人は、在日外国人であり、国民年金の国籍要件が撤廃され、日

本国内に住所を有する外国人が国民年金の被保険者とされるのは、昭和 57 年

１月１日からであることを踏まえると、申立人は、すべての申立期間に国民年

金に加入することができなかったものと考えられる。 

加えて、申立人がすべての申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、このほか、すべての申立期

間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人がすべての申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1646 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年 10 月、２年２月から同年３月までの期間、２年７月から

同年 11 月までの期間及び３年２月の国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 43年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成元年 10月 

② 平成２年２月及び同年３月 

③ 平成２年７月から同年 11月まで 

④ 平成３年２月 

平成元年 10 月に結婚してからは、私の国民年金保険料は元妻が納付して

いたが、申立期間については、国民年金保険料が未納であるとの納付勧奨

状が届いたので、私が申立期間の国民年金保険料を平成４年１月及び５年

11月にまとめて納付した。 

申立期間について国民年金保険料が未納とされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間の国民年金保険料については、平成４年１月及び５

年 11 月にまとめて納付しているので、保険料の未納は無い。」旨を主張して

いるところ、社会保険庁のオンライン記録により、申立人は、平成３年４月及

び同年５月、同年７月から同年 10月までの期間並びに同年 12月の国民年金保

険料を４年１月 18 日に現年度納付し、同年１月から５年２月までの国民年金

保険料を同年 11 月２日に過年度納付していることは確認できるが、４年１月

18 日の納付の時点では、申立期間①は既に時効により国民年金保険料を納付

することができず、５年 11 月２日の納付の時点では、申立期間①から④は既

に時効により国民年金保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人は、Ａ市Ｂ区役所の職員にすべての申立期間の国民年金保険

料を納付したと主張しているところ、すべての申立期間の国民年金保険料につ



  

いては、平成４年１月 18 日の時点では、過年度納付となることから、制度上、

同市Ｂ区役所において保険料を収納することは考え難い。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録により、申立人の元妻についても、

すべての申立期間の国民年金保険料を納付していることが確認できない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1465 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62年 10月から 63年１月まで 

             ② 昭和 63年３月から同年６月まで 

             ③ 昭和 63年８月から同年 11月まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社におい

て勤務していた各申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答があった。

申立期間①については、Ｂ県Ｃ市で製品製造業務に、申立期間②について

は、Ｄ県Ｅ市で部品製造業務に、申立期間③については、Ｆ県Ｇ市で部品

製造業務に従事していた。これら申立期間においては、社会保険料等が控

除され、健康保険被保険者証も発行されていたので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社では、「申立期間については、既に書類の保存期間が経過しているた

め、申立人に係る関係資料等は保存しておらず、申立ての事実を確認できな

い。」と回答している上、同事業所に勤務していた従業員二人は、それぞれ、

「申立人に係る記憶は無いが、正社員であれば社会保険に加入していたと思

う。」、「申立人に係る記憶は無いが、期間労働者の３分の１は社会保険に加

入していなかったと思う。給与の手取り額を多くしたい者は加入していなかっ

た。また、採用後すぐに退職する者が多くいたので、試用期間もあったと思

う。」と供述していることから、当時、同事業所ではすべての従業員について

厚生年金保険被保険者資格を取得させる取扱いではなかった事情がうかがえる。 

また、公共職業安定所の記録によれば、申立期間における申立人に係る雇

用保険被保険者記録は確認できない。 



  

なお、申立人が名字を挙げた同僚について、社会保険庁のオンライン記録

では、Ａ社における厚生年金保険の被保険者記録は確認できないほか、社会保

険庁のオンライン記録によれば、同事業所の関連会社であるＨ社、Ｉ社及びＪ

社においても、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

さらに、申立人は各申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、こ

のほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として各申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1466（事案 390の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 33年８月１日から 35年２月１日まで 

             ② 昭和 35年 11月１日から 37年３月１日まで 

             ③ 昭和 37年３月 10日から 41年 12月 21日まで 

社会保険事務所の記録では、昭和 33 年８月から 41 年 12 月にかけて勤務

したＡ社、Ｂ社及びＣ社（現在は、Ｄ社Ｅ所）における厚生年金保険の被

保険者期間について、脱退手当金が支給済みとされている。 

当時は社会保険事務所の場所も知らず、脱退手当金の請求手続をしたこと

も、受給した事実も無く、納得できないので、脱退手当金の支給記録を訂

正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が勤務していたＣ社の厚生年金

保険被保険者名簿において、申立人の厚生年金保険資格喪失日前後１年以内に

資格喪失している 29 人について脱退手当金の支給記録を確認したところ、25

人について資格喪失後約１か月から６か月後に脱退手当金の支給決定がなされ

ており、申立人についても事業主による代理請求がなされたのではないかと考

えられることのほか、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、

Ｃ社に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 42 年３月

２日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえないこ

とを理由として、既に当委員会の決定に基づき平成 20 年 10 月 16 日付けで年

金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、当該事業所に勤務していた申立人の同僚７人に聴取したところ、一

人は、「申立人と一緒に勤務した記憶がある。当時、勤務期間が短い人は、勤

務した期間の厚生年金保険について、一時金として精算するしかないと言われ、



  

当然に脱退手当金を受給していた記憶がある。」、残りの６人は、「申立人に

係る記憶は無いものの、当時、女性の多くが脱退手当金を受給していた記憶が

ある。」と供述している。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1467 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年８月１日から 37年６月 23日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答があった。勤務して

いたことは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社と合併したＢ社の人事労務管理会社であるＣ社Ｄ所が提出した「採用

者名簿」において、申立人の採用日が昭和 36 年８月１日となっていることな

どから判断すると、勤務期間の特定はできないものの、申立人がＡ社に勤務し

ていたことを推認することができる。 

しかしながら、Ｃ社Ｄ所が提出した「健康保険厚生年金被保険者台帳」に

おいて、申立人の被保険者資格取得日は、採用日から 10か月後の昭和 37年６

月１日となっているものの、資格喪失日も同日となっていることが確認できる

上、申立人の前後に記載されている同僚７人は、いずれも、資格取得日は同日

とされ、かつ、備考欄に番号が記載されており、当該番号は、社会保険事務所

が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の健康保険整理番号と一

致し、欠番は無いのに対し、申立人の備考欄には番号が記載されていないこと

が確認できる。このことについて、Ｃ社Ｄ所では、「採用者名簿及び健康保険

厚生年金被保険者台帳から、申立人が在籍していたことは確認できるが、同台

帳に記載された申立人の資格取得日及び資格喪失日が同日となっていることか

ら、何らかの事情により、社会保険事務所に対し厚生年金保険の加入手続を行

わなかったものと考えられる。このほかに申立人に係る当時の関係資料を保存

していないため、申立ての事実を確認できない。」と回答している。 



  

また、「採用者名簿」において申立人の前後に記載されている同僚 15 人に

ついて、厚生年金保険被保険者記録を確認した結果、Ａ社における被保険者記

録が確認できる者は４人であるが、いずれも、資格取得日は採用日から 10 か

月後の昭和 37 年６月１日となっていることが確認できる上、同事業所に勤務

していた申立人の同僚３人に聴取したところ、いずれも申立人に係る記憶は無

いと供述しており、それぞれ、「私は昭和 36 年９月に入社したが、厚生年金

保険の資格取得日は 37 年６月１日になっている。当時、半年から１年程度の

試用期間があり、その期間は厚生年金保険に加入していなかったと思う。」、

「私は昭和 36 年 10 月に入社したが、厚生年金保険の資格取得日は 37 年６月

となっており、当時、試用期間があったと思う。」、「私は昭和 36 年に入社

したが、当時、１年程度の試用期間があったと思う。」と供述していることか

ら、当時、同事業所では入社と同時に厚生年金保険被保険者資格を取得させる

取扱いではなかった事情がうかがえる。 

さらに、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。一方、

同名簿において申立期間における健康保険の整理番号に欠番が無いことから、

申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1468 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和４年生  

住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 34年５月 15日から 39年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間の厚生年金保険被保険者記録を社会保険事務所

に照会したところ、脱退手当金として支給した旨の回答があったが、同事

業所の退職時には、脱退手当金に関する説明は一切無かった。 

私は、脱退手当金を受給した記憶は無く、ただ支給済みという説明だけ

では納得がいかないので、調べていただきたい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人が被保険者資格を喪失した昭和 39 年から同事業所が厚生年金保

険の適用事業所でなくなった 44 年６月までに被保険者資格を喪失した女性被

保険者 26 人の脱退手当金支給記録を調査したところ、17 人に支給記録が確認

でき、そのうち 14 人には被保険者資格喪失後１年以内に支給決定日の記録が

あること、及び脱退手当金の支給記録がある同僚のうち、連絡が取れた一人は、

「退職時に事業主から脱退手当金の説明があり、その請求手続は会社が行っ

た。」と供述していることを踏まえると、同事業所においては事業主による代

理請求が行われていた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給対象月数及び支給額に計算上の誤り

は無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約８か月後の昭

和 40年４月 23日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1469 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和46年５月９日から同年９月30日まで 

             ② 昭和47年１月６日から同年２月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社Ｂ支

店に係る記録は昭和47年２月１日からとなっている旨の回答であったが、

私が転職の度に記入している年金手帳の「厚生年金保険・船員保険の記

録」には、申立期間においても同事業所に係る加入記録の記載が確認でき

るので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、昭和46年５月９日から同年９月５日までの期間につい

ては、公共職業安定所の雇用保険情報により、申立人のＡ社Ｃ出張所に係

る記録が確認できるが、社会保険庁の記録により、当該事業所は厚生年金

保険の適用事業所として確認できない上、管轄法務局に照会したところ、

当該事業所に係る商業・法人登記簿は確認できない旨の回答であった。 

また、社会保険庁の記録により、申立てに係る厚生年金保険の適用事業

所としてＡ社Ｂ支店が確認できるが、社会保険事務所が保管する同支店に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間①において申立

人に係る記録は確認できない上、健康保険の整理番号に欠番は無いことか

ら、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

 

２ 申立期間②については、公共職業安定所の雇用保険情報により、申立人は

昭和47年１月11日にＤ県内の事業所において雇用保険の被保険者資格を取

得していることが確認できるが、社会保険事務所が保管するＡ社Ｂ支店に



  

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人の厚生年金保険被

保険者資格取得日が同年２月１日であることが確認できる。 

また、当該被保険者名簿により、被保険者資格の取得日が申立人と同日

の者が７人、昭和46年12月１日に同資格を取得した者が10人確認できるほ

か、多数の厚生年金保険被保険者についても各月の１日に同資格を取得し

ていることが確認できることから、当該事業所においては、入社した従業

員を月始めに厚生年金保険に加入させる取扱いであったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社Ｂ支店は当該期間に係る関連資料は無いとしている上、当

該事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚に照会した

ものの、申立てに係る事実を確認することができない。 

 

３ 申立人が両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人

の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

なお、申立人は、「事業所に勤めた期間を忘れないよう、転職の度に、

その記録を年金手帳に記入していた。」と主張しているが、厚生年金保険

について年金手帳が交付されたのは昭和49年11月であり、申立期間に係る

年金手帳の記載はそれ以降に記入されたものと考えられる。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1470 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日  ： 昭和 23年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 52年 11月から 53年９月まで 

厚生年金保険の加入記録を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤

務していた期間の記録が無いとの回答であった。 

勤務していたことには間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人の具体的な供述及び同僚の供述から判断すると、期間の特定はできな

いものの、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所において、申立人が所属していたＢ営業所の責

任者であった上司の供述、当該上司が採用した３人の部下の供述、及び社会保

険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下

「被保険者名簿」という。）によると、当該上司の資格取得日は、入社日から

８か月以上後となっており、二人の部下の資格取得日は、いずれも自身の入社

日から３か月以上後となっていることから、当該事業所は、すべての従業員を

入社後すぐに厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

また、被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険被保険者記録は確認でき

ない。一方、被保険者名簿において申立期間における健康保険の整理番号に欠

番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、当該事業所は、平成 17 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっており、当時の関連資料を保管していない上、当時の事業主は死亡

しており供述を得ることができないことから、申立期間における勤務実態及び

厚生年金保険料控除の事実について確認することができない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から



  

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 1471 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年９月 27日から同年 12月末まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間を照会したところ、Ａ協同組

合連合会Ｂ施設に勤務していた昭和 39 年９月 27 日から同年 12 月末までの

期間の加入記録が確認できなかった。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ協同組合連合会Ｂ施設に勤務した経緯を日記に詳細に記録して

おり、日記に記載された上司二人の名前が、Ｃ協同組合連合会（昭和 47 年３

月にＡ協同組合連合会とＤ協同組合連合会が合併して設立）が保管するＡ協同

組合連合会の職員名簿で確認できることから判断すると、勤務期間の特定はで

きないものの、申立人が当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ協同組合連合会Ｂ施設は厚生年金保険の適用事業所とし

て確認できない上、昭和 34 年１月１日にＥ共済組合が設立されたことに伴い、

Ａ協同組合連合会は同年１月２日に、同Ｆ支所は同年２月２日に、いずれも申

立期間前に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている。 

また、Ｅ共済組合では、「採用時の雇用形態が不明であり、当組合への加

入資格があったかどうか分からない。当時の『組合員資格取得届』を確認した

が当組合への加入記録は確認できない。正規職員として採用されていれば、法

の規定により共済組合員資格を取得させなければならない。」と回答しており、

Ｃ協同組合連合会も、「当時の発令簿に申立人に該当する氏名は無く、申立人

の在籍は不明である。」と回答するとともに、「Ｅ共済組合員であれば当然加

入となるＦ健康保険組合にも、申立人の加入記録は無い。」と回答している。 

さらに、申立人は同僚の正確な名前を記憶していない上、申立期間におい



  

てＡ協同組合連合会に係るＥ共済組合員資格を有する者から聴取しても、Ｂ施

設の状況について確認することはできない。 

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1472 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 11月 28日から 62年２月ごろまで 

Ａ社Ｂ鉱業所に勤務していた期間のうち、残務整理に従事していた昭和

61 年 11 月 28 日から 62 年２月ごろまでの期間が厚生年金保険の被保険者期

間になっていないので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げた元上司の供述から、期間の特定はできないものの、

申立人がＡ社Ｂ鉱業所の閉山後の残務整理に従事していたことは推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管する当該事業所に係る健康保険厚生

年金保険被保険者原票によれば、申立人の被保険者資格喪失日は昭和 61 年 11

月 28 日と記録されており、同日以後、資格を再取得した記録は確認できない

上、被保険者資格喪失に伴い、健康保険の任意継続被保険者であった記録が確

認できる。 

また、公共職業安定所の雇用保険被保険者記録によれば、申立人のＡ社Ｂ

鉱業所における離職日は昭和 61 年 11 月 27 日であり、当該記録は、申立人の

厚生年金保険の被保険者記録と符合する。 

さらに、申立人と同様に昭和 61 年 11 月 28 日に被保険者資格を喪失し、申

立人と同じ残務整理業務に従事していたと供述する４人は、当該残務整理業務

に従事していた期間は厚生年金保険の被保険者期間としては記録されていない。 

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

なお、社会保険庁の記録によれば、申立期間は国民年金保険料の納付済期

間として記録されている。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1473 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者としてその主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②について、厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年８月１日から５年 10月 31日まで 

② 平成５年 10月 31日から 11年 10月１日まで 

申立期間①について、社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会

したところ、平成４年８月１日から標準報酬月額が 32 万円から９万 8,000

円に引き下げられているとの回答を受けた。 

当時の書類は残っていないが、Ａ社の役員として役員報酬が下げられた

記憶は無く、記録に誤りがあるので、申立期間①の標準報酬月額を正しい

記録に訂正してほしい。 

申立期間②について、Ａ社は、平成５年 10 月 31 日に厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなり、７年 12 月１日に再度適用事業所として記録さ

れているが、同社が適用事業所でなくなった記憶が無い。 

Ａ社が適用事業所に該当しなくなったと記録されている平成５年 10 月 31

日からＢ社において被保険者資格を取得した 11 年 10 月１日までの期間に

ついても厚生年金保険に加入していたと思うので、申立期間②について厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 社会保険庁のオンライン記録によれば、申立人に係る平成４年８月１日の

標準報酬月額の月額変更は、当該日から８か月後の５年３月 11 日に、事業

主である申立人の夫と従業員一人と共に行われているが、Ａ社が厚生年金

保険の適用事業所に該当しなくなる同年 10 月 31 日よりも前のことであり、



  

いったん決定した記録をさかのぼって訂正する等の処理が行われていたこ

とも確認できないことから、社会保険事務所の事務処理に不自然さはみら

れない。 

また、申立てに係るＡ社の取締役である申立人は、「６月下旬には決算

が出来上がるので、当時は、主人も私も、決算内容を承知しており、保険

料の金額に変化があれば、認識し理解できる立場にあった。」と供述し、

また、同社の代表取締役である申立人の夫は、「二人は決算内容を認識し

理解できる立場にあり、今までも、決算内容により役員報酬を上げ下げし

ている。」との供述があり、このことにより、申立期間①当時、事業主は、

当時の決算状況に基づき、社会保険事務所の記録どおりの届出を行ってい

た可能性がうかがえる。 

さらに、平成５年３月時点での被保険者は、事業主と申立人の二人だけ

であり、決算を組んだと推認される者も既に死亡しているため、当事者以

外に当時の状況を確認することはできない。 

加えて、申立人は、申立期間①における厚生年金保険被保険者としてそ

の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①について厚生年金保険被保険者としてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 

 

２ 申立期間②について、社会保険事務所の記録によれば、申立期間中の平成

５年 10 月 31 日から７年 11 月 30 日までの期間においては、Ａ社は厚生年

金保険の適用事業所ではなく、申立人は、同社が適用事業所に該当しなく

なった日である５年 10 月 31 日と同日に、当該時点での申立人以外の唯一

の被保険者であり、事業主である申立人の夫と共に、被保険者資格を喪失

している。 

また、ⅰ）申立人の夫が、上記被保険者資格喪失に伴い、平成７年 10 月

31 日までの２年間について、健康保険の任意継続被保険者となっているこ

とが確認できるところ、申立人は夫の被扶養者とされていることが確認で

き、当該２年間は、申立人の国民年金保険料の未納期間と符合すること、

ⅱ）申立人の７年 11 月分の国民年金保険料は、過年度納付期限間際の、申

立期間中である９年 12 月に納付されていることが確認できること、ⅲ）７

年 12 月１日から申立期間②の終期である 11 年 10 月１日の前日までの期間

については、申立人の夫の厚生年金保険被保険者資格取得に伴い、申立人



  

については、国民年金の第３号被保険者期間と記録されていることから判

断すると、申立人及びその夫も、申立期間②について、当時、申立人が厚

生年金保険に加入していなかったことを承知していたものと認められる上、

事業主でもある申立人の夫は、「会社に資金が無く、給与を出せないとき

に、妻を国民年金の第３号被保険者として手続をしたことがある。また、

健康保険の任意継続被保険者資格を取得したかどうかの定かな記憶は無い

が、２年間も夫婦とも健康保険証を所持していないことは考えられないの

で、妻を扶養家族にして、自分が同資格を取得したことは十分に考えられ

る。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1474 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月１日から 54年１月 15日まで 

社会保険事務所にＡ社（社会保険事務所が保管する事業所情報によれば、

昭和 54 年８月１日にＢ社に名称変更）に勤務していた期間について年金の

加入記録を照会したところ、14 か月の加入との回答であったが、５年以上

勤務しているにもかかわらず 14 か月加入との記録には納得できないので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の一部においてのみＡ社における厚生年金保険の被保険者記録を

有し、申立人と同様の仕事に従事していたと供述する同僚二人から聴取しても、

「店舗には 10 人くらいの従業員がいたが、申立人の名前は全く聞き覚えが無

い。」との供述しかなく、その他の同僚から聴取しても、申立人が申立期間に

おいて勤務していたことが推認できる供述は得られない。 

また、ⅰ）申立人と同じ業務に従事していた者一人を含む同僚３人から、

「自分の被保険者記録は１か月しかないが、１年弱くらいは在籍したはず

だ。」、「自分は２年半くらい勤めていたが、記録は１年しか無い。」、「自

分は昭和 49年くらいから５年か６年くらい勤務したが、加入記録は昭和 53年

からの２年間しかなかった。」と供述していること、ⅱ）申立人が名前を挙げ

た同僚について、申立人は「自分より先に入社していた。」と供述しているが、

当該同僚がＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を取得したのは、申立期

間中の昭和 51 年１月１日であること、ⅲ）申立人が当時の事業所の責任者で

はないかと記憶している同僚の被保険者期間と申立人の被保険者期間に重複期

間は無いことなどから、事業主は、従業員の、すべての勤務期間について厚生

年金保険に加入させる取扱いを行っていなかった事情がうかがえる。 



  

さらに、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿

において、申立人の資格取得日は昭和 54年１月 15日と記録されており、申立

期間において、申立人の被保険者記録は確認できない上、公共職業安定所の記

録によれば、申立期間における申立人に係る雇用保険被保険者記録は確認でき

ず、雇用保険の被保険者資格取得日は厚生年金保険の被保険者資格取得日と一

致する。 

加えて、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社は既に厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなっており、申立期間当時の事業主二人のうち一人につい

ては複数の同僚が既に死亡していると供述しており、残る一人は「申立人に係

る関係資料等は保存しておらず、申立ての事実を確認できない。」と回答して

おり、労務担当者についても、親族が 20 年以上前に死亡していると供述して

おり、当時の事情を確認することができない。 

このほか、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持していない上、

申立期間における厚生年金保険料控除について確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1475 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和５年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 20年４月１日から同年９月１日まで 

 申立期間の厚生年金保険加入記録が無いが、当該期間はＡ社に勤務して

おり、厚生年金保険に加入していたはずなので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の鮮明な記憶から、期間の特定はできないものの、申立人が申立期

間においてＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当時の事業主は既に死亡しており、当該事業所を承継する

Ｂ社も、「当時の関係資料が保存されていない。」と回答していることから、

申立期間における勤務実態及び事業主による厚生年金保険料控除の事実につい

て確認することができない。 

また、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿を調査したところ、申立人が名前を挙げている６人の同僚のうち、４

人の被保険者記録は確認できるが、いずれも申立人より先に入社した年配者で

あり、このうち聴取できた二人からは、申立人の申立期間に係る厚生年金保険

料の控除の事実をうかがわせる供述はなく、申立人が申立人と同年齢で同時期

に入社したとする残りの二人については、姓のみの記憶であり、同名簿におい

て姓が一致する者を確認することができない上、他の同僚からも回答を得られ

ないことから、申立期間における勤務実態及び事業主による厚生年金保険料控

除の事実について確認することができない。 

さらに、当該被保険者名簿では、申立期間における申立人の被保険者記録

は確認できず、同名簿において当該期間に係る健康保険の整理番号に欠番が無

いことから、申立人のみの記録が欠落したものとは考え難い上、同名簿におい

て被保険者記録が確認できる者の旧厚生年金保険被保険者台帳には、当該事業



  

所に係る記載がある一方、申立人に係る同台帳の存在は確認できない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1476 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年５月 21日から 49年８月１日まで 

私は、昭和 48 年５月 21日にＡ社に入社したが、社会保険事務所の記録で

は、49 年８月１日に厚生年金保険に加入したことになっており、申立期間

の厚生年金保険の被保険者記録が無い。同社に勤務していたことは間違い

ないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げる上司及び複数の同僚の供述並びに申立人が所持する

退職所得源泉徴収票から判断すると、申立人が申立期間においてＡ社に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかしながら、申立人が、当時、当該事業所の総務担当であったとして名

前を挙げる同僚は、「自分が厚生年金保険に係る各種の届出を社会保険事務所

に行っていた。申立人が昭和 49 年８月１日に厚生年金保険に加入した理由に

ついては、詳細は定かでないが、当時、親会社との関係があって、厚生年金保

険の適用を受けることができなかったと記憶している。」と供述している。 

また、当時、申立人とともに当該事業所の立ち上げに携わったとする申立

人の上司は、「申立期間は、関連会社のＢ社（現在は、Ｃ社）からの出向者を

含めて、４人か５人くらいで開業準備を行っていた。」と供述していること、

及び社会保険事務所の記録により、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所に

なったのが昭和 49 年８月１日であることが確認できることを踏まえると、申

立期間においては、当該事業所の従業員は５人未満であったと考えられ、当時

の厚生年金保険法の適用事業所としての要件を満たしていなかったことがうか

がえる上、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿によれば、申立人とほぼ同時期の 48 年８月及び同年 10 月 15 日に入



  

社している同僚二人は、当該事業所が厚生年金保険の適用を受けた 49 年８月

１日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、厚生年金保険料の控除についての申立人の記憶は明確ではない上、

申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人の申立期間

における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1477 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46年９月１日から 47年８月 24日まで 

             ② 昭和 47年８月 24日から同年 12月 31日まで 

             ③ 昭和 51年 10月１日から 52年７月 31日まで 

             ④ 昭和 58年 10月１日から 59年７月 31日まで 

             ⑤ 昭和 62年 10月１日から 63年７月 31日まで 

             ⑥ 平成２年８月１日から３年７月 31日まで 

             ⑦ 平成６年 11月１日から７年７月 31日まで 

             ⑧ 平成９年 10月１日から 11年９月 30日まで 

社会保険事務所の記録では、長期にわたって標準報酬月額が変動していな

い期間、前の時期より下がっている期間があることから、標準報酬月額が

正しく記録されていないと思う。申立期間以外の期間について、記録が

誤っていたことが判明し訂正されているので、申立期間についても調査の

上、標準報酬月額を正しい額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、申立

期間③から⑧までについては、申立事業所が保管する賃金台帳の厚生年金保険

料控除額を基に算出した標準報酬月額と社会保険庁のオンライン記録（被保険

者記録照会回答票）の標準報酬月額との相違を比較検討したところ、社会保険

庁の記録上の標準報酬月額に相当する保険料額を上回る厚生年金保険料が申立

人の給与から控除されていた事実は確認できない。 

また、申立期間①及び②については、申立事業所では賃金台帳を保管して

いない上、当時の状況についての供述を得ることができないことから、申立て



  

に係る事実を確認することができない。なお、当該期間においては、社会保険

事務所が保管する申立事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿における申

立人の標準報酬月額と社会保険庁のオンライン記録における申立人の標準報酬

月額は一致している。 

さらに、申立人が、すべての申立期間において、その主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認

できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立てに係る事実を確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、すべての申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1478 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 26年生  

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年 12月 31日から 62年６月１日まで 

私は、Ａ社に昭和 61 年８月から平成２年５月まで継続して勤務していた

が、厚生年金保険被保険者期間に空白があることに納得できない。申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

公共職業安定所の雇用保険被保険者記録から、申立人が申立期間において

Ａ社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、当時、当該事業所において経理事務を担当していた取締役、

及び社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿に被保険者記録が確認できる同僚３人は、いずれも「会社は、社員全員を社

会保険に加入させてはいなかった。」、「女性が多い職場であり、フルタイム

勤務の従業員の中には本人の希望や家庭の事情で社会保険に入っていない人が

多かった。」等と供述していることを踏まえると、事業主は、従業員について

一律に厚生年金保険に加入させる取扱いを行っていなかったことがうかがえる。 

また、当該被保険者名簿によれば、申立人は、昭和 61 年 12 月 31 日に厚生

年金保険被保険者資格を喪失後、62 年１月 10 日に申立人の健康保険証が返納

されていることを示す記録が確認できる上、申立人が当該事業所において同年

６月１日に同資格を再取得した際には、新たな厚生年金保険被保険者記号番号

が付与されていることが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1479 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 17年生  

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年５月１日から平成 16年 12月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間について、厚生年金保険の標準報酬月額の記録が

実際の給与支給額に比べ低い額となっている。標準報酬月額の記録を実際

の支給額に見合うものに訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する 29 か月分の給与明細書のうち 16 か月分（平成７年５月、

同年７月、８年４月、同年６月、同年８月、９年４月から同年７月までの期間、

10年４月、12年７月、13年４月から同年５月までの期間、同年７月、15年４

月、同年７月）に係る給与支給額については、その支給額に見合う標準報酬月

額は、社会保険庁で記録されている標準報酬月額を上回っていることが確認で

きる。 

しかしながら、当該各月の給与明細書における厚生年金保険料控除額に見

合う標準報酬月額と社会保険庁で記録されている標準報酬月額との相違を比較

検討したところ、社会保険庁で記録されている標準報酬月額に相当する保険料

額を上回る厚生年金保険料が申立人の給与から控除されていた事実は確認でき

ない。 

また、申立期間のうち、申立人が給与明細書を所持していない期間につい

ては、事業主は報酬月額及び厚生年金保険料控除額を確認できる給与台帳等の

関連資料を保管していないことから、申立てに係る事実を確認することができ

ない上、このほか、申立てに係る事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1480 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 13年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年４月１日から 22年９月 10日まで 

   Ａ社（現在は、Ｂ社）に継続して勤務していたはずであるが、申立期間に

ついて厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間を厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が名前を挙げる同僚の供述から判断すると、期間の特定はできないも

のの、申立人は、申立期間において申立事業所に勤務していた可能性はうかが

える。 

しかしながら、申立人が名前を挙げる同僚二人のうち一人は、「申立人を

承知している。申立人は事務の仕事をしていたが、勤務していた期間は長くは

なかった。」と供述しているものの、申立人が名前を挙げる他の同僚一人及び

社会保険事務所が保管する申立事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて申立期間に被保険者記録が確認できる同僚４人は、「申立人を承知して

いない。」と供述している上、Ｂ社は、「当時の経営陣はすべて亡くなってお

り、当時のことを知る者はいない。また、当時の関連資料も無く、申立ての事

実は分からない。」と回答しており、申立期間における勤務実態及び事業主に

よる厚生年金保険料控除の事実について確認することができない。 

また、社会保険業務センターが保管する申立人の厚生年金保険被保険者台

帳（旧台帳）及び社会保険事務所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者名

簿のいずれにおいても、申立事業所における申立人の被保険者資格取得日は昭

和 20 年 10 月 10 日及び同喪失日は 21 年４月１日であること、並びに 22 年９

月 10 日に同資格を再取得していることが確認できるとともに、当該被保険者

資格の再取得時には、新たな厚生年金保険被保険者記号番号が付与されている



  

ことが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 


